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１．経営形態について

１　個人経営（１　専業経営ですか　　２　複合経営ですか）

２　法人経営（１　専業経営ですか　　２　複合経営ですか）

　

概　要　回答数１７５名の経営形態についてみると、「個人経営」の方は１１７名（６７％）、「法人経営」の方は５８名

（３３％）でした。個人経営の方（１１７名）のうち「専業経営」は６９名（５９％）、「複合経営」は４８名（４１％）でし

た（図１－１）。法人経営の方（５８名）についてみると、「専業経営」は４９名（８４％）で大半を占め、「複合

経営」は９名（１６％）でした（図１－２）。

２．最近１年間の平均飼養規模（母豚頭数と肉豚の出荷頭数）について

概　要　表１は回答された方の最近１年間における母豚の平均飼養頭数と肉豚の出荷総頭数の集計結果です。母

豚の飼養頭数についてみると、「１００～２００頭」の経営層がもっとも多く３１．９％を占め、次いで「５０～１００

頭」が２３．１％、「５０頭未満」が２１．４％などとなっています。肉豚の出荷頭数についてみると、「１，０００～

２，０００頭」がもっとも多く２９．５％を占め、次いで「１，０００頭未満」が２５．１％、「２，０００～４，０００頭」が２３．５％

などとなっています。

３．経営の現状と今後の見通しについて

盧　収支実績は、１年前に比べてどうですか

　　　　１　良くなった　　　　２　変わらない　　　　３　悪くなった

盪　肉豚の生産コストは、１年前に比べてどうですか

　　　　１　下がった　　　　　２　変わらない　　　　３　上がった

複合経営�
48名� 専業経営�

69名�
専業経営�
49名�

複合経営�
9名�

表１　飼養規模（母豚飼養頭数と肉豚出荷頭数）

％回答者数肉豚出荷頭数％回答者数母豚飼養頭数

2５.１4６1,000頭未満21.43950頭未満

29.５5４1,000～ 2,000頭23.142 50～100頭

23.5432,000～ 4,000頭31.958100～200頭

8.7164,000～ 8,000頭8.816200～400頭

6.６1２8,000～16,000頭7.714400～800頭

6.61216,000頭以上7.113800頭以上

　183合　計　182合　計
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概　要　収支実績については、１年前に比べて「良くなった」と回答した方の割合は５３％（回答数１８２中９６）で、「変

わらない」の回答が３４％（回答数６２）、「悪くなった」は１３％（回答数２４）でした（図３－１）。豚肉の生産

コストについては、前年と「変わらない」と回答した割合が５７％（回答数１７５中９９）で大半を占め、「上がっ

た」は２９％（回答数５１）、「下がった」は１４％（回答数２５）の割合でした（図３－２）。

蘯　今後の経営の見通しについて

　　　　１　良くなる　　　　　２　変わらない　　　　　３　悪くなる

概　要　今後の経営見通しについては、「良くなる」と回

答した割合は２０％（回答数１７６中３６）であったの

に対し、「悪くなる」は３３％（回答数５８）で「良

くなる」を上回り、「変わらない」の回答は４７％

（回答数８２）となっています（図３－３）。

盻　今後の経営規模について

　　１　規模拡大　　　２　現状維持　　　３　規模縮小　　　４　廃業予定（近い将来）

眈　「廃業予定」の理由について（複数回答）

　　１　後継者がいない　　２　経営状況の悪化　　３　ふん尿処理問題　　４　衛生問題　　５　その他

概　要　今後の経営規模の考えについてうかがったとこ

ろ、「現状維持」と回答した方の割合は５８％（回

答数１８３中１０６）で半数以上を占め、次いで「規

模拡大」を望む方の割合が３２％（回答数５９）でし

た。一方、「規模縮小」と回答した方の割合は

３％（回答数６）、「廃業予定」の方は７％（回

答数１２）でした（図３－４）。

概　要　廃業予定と回答された方について、理由をうか

がったところ、「後継者がいない」ことをあげた

方は５５％で半数以上を占め、次いで多い理由は

「ふん尿処理問題」で３３％となっています（図３

－５）。

変わらない�
34%

悪くなった�
13%

良くなった�
53%

上がった�
29%

下がった�
14%

変わらない�
57%

悪くなる�
33%

良くなる�
20%

変わらない�
47%

現状維持�
58%

廃業予定7%規模縮小3%

規模拡大�
32%

衛生問題6% その他6%

経営悪化0%

ふん尿問題�
33%

後継者不足�
55%
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４．繁殖母豚の確保について

盧　繁殖素豚は自家育成か、それとも外部導入ですか　

　　　１　自家育成のみ　　２　外部導入のみ　　３　自家育成と外部導入の両方

盪　外部導入の方で、最近１年間における導入元の農場数について

　　　１　１農場のみ　　　２　２農場　　　　　３　３農場以上

概　要　繁殖素豚の確保策については、自家育成と外部導入の「両方」で賄っていると回答した割合は４５％（回答

数１８２中８２）でもっとも高く、次いで「外部導入のみ」が３４％（回答数６２）、「自家育成のみ」が２１％（回答

数３８）の順となっています（図４－１）。外部導入を行っている方について繁殖素豚の導入元農場数をう

かがったところ、「１農場のみ」からと回答した割合が６９％（回答数１４０中９６）を占め、「２農場」からは

２２％（回答数３１）、「３農場以上」は９％（回答数１３）となっています（図４－２）。

蘯　導入豚に対する防疫・馴致のための処置について

　　　１　隔離豚舎（豚房）に収容し、必要に応じて投薬・ワクチン接種

　　　２　同居豚のふん便または虚弱豚の腸管乳材などを強制投与

　　　３　特別な処置（隔離飼育、ふん便投与など）は一切行っていない

　　　４　その他の方法

概　要　導入豚に対して行っている防疫・馴致処置につ

いては、「隔離豚舎収容・必要に応じて投薬・ワ

クチン接種」を行っている割合は５５％（回答数

１４６中８１）、次いで「特別な処置は行わない」が

３４％（回答数４９）であり、「同居豚のふん便・腸

管乳剤投与」との回答例も少数ありました（図

４－３）。

盻　繁殖豚の自家育成を行う主な理由について

　　　１　母豚代の節減　　　　　　　２　農場所有の系統の維持・増殖

　　　３　農場独自の系統確立　　　　４　優良母豚の入手困難

　　　５　その他

両方�
45%

自家育成�
21%

外部導入�
34%

３農場以上9%

２農場�
22% １農場�

69%

その他3%

ふん便投与等8%

不実施�
34% 隔離等�

55%
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概　要　繁殖豚の自家育成を行う理由は、「母豚代の節

減」のためが４１％（回答数１３１中５４）でもっとも

多く、次いで「系統の維持・増殖」と「独自の系

統確立」のためがそれぞれ１８％（回答数各２３）の

割合となっています（図４－４）。

眈　最近１年間における母豚更新率について

　　　１　２５％未満　　　　２　２５～３０％　　　　３　３０～３５％　　　　４　３５～４０％

　　　５　４０～４５％　　　　６　４５％以上

概　要　最近１年間における母豚更新率についてみる

と、「３０～３５％」が３０％（回答数１７５中５３）でもっ

とも多く、次いで「２５～３０％」と「３５～４０％」の

範囲がそれぞれ２０％（回答数各３５）であり、「２５

～４０％」の範囲で７０％を占めています（図４－

５）。

眇　更新の主な理由について（複数回答）

　　　１　老齢化　　　　　　２　無発情・発情微弱　　　　３　不受胎　　　　４　異常分娩

　　　５　哺乳能力が低い　　６　四肢の異常・起立不能　　７　産子数が少ない

　　　８　淘汰基準・更新プログラムによる　　　９　感染病の罹患　　　１０　その他

概　要　母豚更新の理由は、「老齢化」が断然多く回答数３２７中１３８を占め、次いで「不受胎」（回答数４１）や「淘汰

基準・更新プログラム」（回答数４０）、「無発情・発情微弱」（回答数３１）、「四肢の異常」（回答数２５）、「産

子数の減少」（回答数２４）の順となっています（図４－６）。

母豚の入手難8%

母豚代の節減�
41%

独自系統�
確立18%

系統維持・増殖�
18%

その他15%

45%以上�
10%

40～45%
7%

25～30%
20%

25％未満�
13%

35～40%
20% 30～35%

30%

その他�

感染病�

異常分娩�

哺乳能力低下�

産子数減少�

四肢の異常�

無発情等�

更新プログラム�

不受胎�

老齢化�
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眄　人工授精の実施状況について

　　　１　母豚全頭に行っている　　　　２　一部母豚に行っている　　　　３　行っていない

　　　４　行っていないが、今後予定　　５　今後も行う予定はない

眩　精液の供給元について

　　　１　すべて自家供給　　　２　すべて外部供給　　　３　自家供給と外部供給の両方

概　要　人工授精の実施状況では、「母豚全頭」に実施

している割合は１８％（回答数１７９中３３）、「一部

母豚」で実施は３５％（回答数６１）であり、全

頭および一部実施を合わせると実施割合は

半数以上（５３％）に達しています（図４－７）。

概　要　精液の供給元は、「すべて外部供給」に依存し

ている割合がもっとも多く７９％（回答数９４中

７５）ありました。一方、「すべて自家供給」は

９％（回答数８）でした（図４－８）。

５．子豚生産について

盧　離乳日齢について

　　　　１　１４日齢未満　　　２　１４～２１日齢　　　３　２１～２８日齢　　　４　２８日齢以上

概　要　離乳日齢は、「２１～２８日齢」の場合がもっとも

多く７０％（回答数１８１中１２６）を占め、次いで

「１４～２１日齢」および「２８日齢以上」が各１５％

となっており、「１４日齢未満」はありませんで

した（図５－１）。

盪　哺乳子豚の死亡率について　

　　　１　５％未満　　　２　５～１０％　　　３　１０～１５％　　　４　１５～２０％　　　５　２０％以上

蘯　哺乳豚の死亡・淘汰の主な原因について（複数回答）

　　　１　下痢　　　２　肺炎　　　３　その他の疾病　　　４　圧死　　　５　餓死・衰弱死

　　　６　母豚の病気（乳房炎など）　　７　その他

予定あり9% 予定なし4%

不実施�
34%

全頭�
18%

一部�
35%

両方�
12%

自家供給�
9%

外部供給�
79%

14日齢未満0%28日齢以上�
15%

14～21日齢�
15%

21～28日齢�
70%
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概　要　哺乳子豚の死亡率は、「５～１０％」がもっとも多くて５０％（回答数１７８中８８）、次いで「５％未満」が３１％（回

答数５６）、「１０～１５％」が１５％（回答数２６）の順となっています（図５－２）。哺乳子豚の死亡・淘汰の原

因は、「圧死」がもっとも多く（回答数３０４中１４４）、次いで「餓死・衰弱死」（回答数８７）、「下痢」（回答数

４８）などとなっています（図５－３）。

６．分娩回数や離乳頭数の向上の取組み状況について

盧　母豚管理で重点的に取り組んでいること（複数回答）

　　　１　繁殖障害の治療・予防　　　　２　異常産の発生防止（ワクチン接種）

　　　３　栄養・飼養管理の適正化　　　４　淘汰・更新基準の適正化

　　　５　発情観察の強化　　　　　　　６　ホルモン処置による発情誘発

　　　７　妊娠鑑定の実施　　　　　　　８　その他

概　要　母豚管理で重点的に取り組んでいる事項としては、「栄養・飼養管理の適正化」がもっとも多く（回答数

４５０中１１１）、「発情観察の強化」（回答数７７）、「淘汰・更新基準の適正化」（回答数７３）、「異常産の発生防

止」（回答数６５）の順となっており、総合的な取組みが実施されています（図６－１）。
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15%
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3%

20%以上�
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5%未満�
31%
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50%

その他�
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その他�
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淘汰・更新基準の適正化�

発情観察の強化�

栄養・飼養管理の適正化�



12 Proc　Jpn　Pig　Vet　Soc　No.41　2002

盪　哺乳豚の管理で重点的に取り組んでいること（複数回答）

　　　１　下痢・肺炎対策　　　２　その他疾病対策　　　３　早期離乳の実施

　　　４　保温対策　　　　　　５　分娩舎のオールイン・オールアウト

　　　６　分娩施設（分娩柵など）の改善　　　７　栄養補給の実施　　　８　その他

　

概　要　哺乳子豚の管理で重点的に取り組んでいる事項としては、「下痢・肺炎対策」（回答数４０８中１２６）および

「保温対策」（回答数１１５）と回答した割合が多く、次いで「栄養補給」（回答数５３）、「その他の疾病対策」（回

答数５０）の順となっています（図６－２）。

７．肥育豚の飼養状況について

盧　離乳後から出荷時までの死亡・淘汰率について

　　　１　５％未満　　２　５～１０％　　３　１０～１５％　　４　１５～２０％　　５　２０％以上

盪　死亡・淘汰が多い日齢について

　　　１　離乳後～４０日齢　　２　４０～８０日齢　　３　８０～１３０日齢　　４　１３０日齢～出荷時

概　要　離乳後から出荷時までの死亡・淘汰率につい

てうかがったところ、「５～１０％」とする回答

割合がもっとも多く４３％（回答数１７９中７６）、

次いで「５％未満」が３７％（回答数６７）で、合

わせて約８０％を占めています（図７－１）。
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分娩舎のｵｰﾙｲﾝ･ｵｰﾙｱｳﾄ�
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16%
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概　要　死亡・淘汰の時期については、「離乳後～４０日

齢未満」および「４０～８０日齢」が３９％（回答数

１６８中各６５）を占め、死亡・淘汰の約８０％は８０

日齢までに起っています（図７－２）。

蘯　死亡・淘汰の主な原因について（複数回答）

　　　１　呼吸器病　　　２　消化器病　　　３　その他の疾病　　　４　その他

盻　平均出荷日齢について

　　　１　１７５日齢未満　　 ２　１７５～１８５日齢　　 ３　１８５～１９５日齢

　　　４　１９５～２０５日齢　　５　２０５日齢以上

概　要　肥育豚の死亡・淘汰の原因は、「呼吸器病」と回

答した割合がもっとも多く６５％（回答数２２６中

１４７）を占めており、次いで「消化器病」が１７％

（回答数３９）の順となっています（図７－３）。

概　要　肉豚の出荷日齢についてみると、「１８５～１９５日

齢」が３６％（回答数１７７中６６）でもっとも多く、

次いで「１７５～１８５日齢」が２８％（回答数４９）、

「１９５～２０５日齢」が１５％（回答数２６）の回答割合

となっています（図７－４）。
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眈　肥育出荷豚１頭当たりの衛生費（ワクチン、抗生物質などの費用）について

　　　１　５００円未満　　　２　５００～１，０００円　　　３　１，０００～１，５００円　　　４　１，５００～２，０００円

　　　５　２，０００円以上

眇　出荷先と畜場までの輸送時間について

　　　１　１時間未満　　　２　１～２時間　　　３　３～５時間　　　４　５時間以上

概　要　肥育出荷豚１頭当たりの衛生費についてう

かがったところ、「５００～１，０００円」が３４％（回

答数１７０中５８）、「１，０００～１，５００円」が３２％（回

答数５５）であり、合わせて７０％の回答割合を

占めていました（図７－５）。

概　要　出荷肥育豚の生産農場からと畜場までの輸

送時間は、「１時間未満」の回答割合が５５％

（回答数１７９中９８）で半数以上を占めてもっと

も多く、次いで「１～２時間」が２８％（回答数

５０）、「３～５時間」が１３％（回答数２３）の順

であり、「５時間以上」の例が４％（回答数８）

ありました（図７－６）。

　

眄　日常の肥育豚管理における注意事項について（複数回答）

　　　１　豚舎内環境（換気や温度）　　２　飼育密度の適正化　　３　健康・発育状態の観察

　　　４　病豚の早期発見・早期治療　　５　ワクチン接種・投薬　　６　衛生管理（豚舎の清掃・消毒）

　　　７　死亡・淘汰の原因究明　　８　病豚の隔離　　９　その他
　

その他�
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1時�間未�満�
55%



豚病会報　No.41　2002 15

概　要　日常の肥育豚の飼養管理における注意事項についてうかがったところ、「豚舎内環境」との回答がもっと

も多く（回答数４８０中１３７）、次いで「飼育密度の適正化」（回答数７９）、「病豚の早期発見・早期治療」（回

答数７５）、「健康・発育状況の観察」（回答数６５）、「衛生管理」（回答数６２）、「ワクチン接種・投薬」（回答

数４６）などの順となっています（図７－７）。

８．養豚関係情報（経営・技術・衛生など）について

盧　経営関係の情報（畜産物や生産資材の価格動向、畜産関係法改正、流通・金融情報、経営管理法など）

の主な入手先について（複数回答）

　　１　農業改良普及センターなどの公的機関　　　２　農協　　　３　取引先（メーカー、商社など）

　　４　販売先　　　５　開業獣医師　　　６　同業者　　　７　各種研修・研究会

　　８　専門誌紙　　　９　インターネット　　　１０　その他

概　要　養豚関係情報のうち、経営関係情報の主な入手先についてうかがったところ「取引先」との回答がもっ

とも多く（回答数４５１中１０５）、「各種研修・研究会」（回答数６４）、「専門誌紙」（回答数６３）、「同業者」（回

答数６１）「農協」（回答数４７）、「農業改良普及センターなどの公的機関」（回答数４０）などの順となってい

ます（図８－１）。
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盪　技術関係の情報（資材・施設、飼養管理、ふん尿処理など）の主な入手先について（複数回答）

　　　１　農業改良普及センターなどの公的機関　　２　農協　　３　取引先（メーカー、商社など）

　　　４　販売先　　５　開業獣医師　　６　同業者　　７　各種研修・研究会　　８　専門誌紙

　　　９　インターネット　　１０　その他

　

概　要　技術関係情報の入手先についても経営関係情報と同じく、「取引先」がもっとも多く（回答数４３７中１０６）、

次いで「専門誌紙」（回答数６９）、「各種研修・研究会」（回答数６８）、「同業者」（回答数６７）、「農協」（回

答数４６）、「公的機関」（回答数３５）の順となっています（図８－２）。

蘯　衛生関係の情報（国内外の疾病発生状況、ワクチン・新薬など）の主な入手先について（複数回答）

　　　１　家畜保健衛生所などの公的機関　　２　農協　　３　取引先（メーカー、商社など）

　　　４　販売先　　５　開業獣医師　　６　同業者　　７　各種研修・研究会　　８　専門誌紙

　　　９　インターネット　　１０　その他

その他�

インターネット�

販売先�

開業獣医師�

公的機関�

農協�

同業者�

各種研修・研究会�

専門誌紙�

取引先�

その他�

インターネット�

販売先�

農協�

開業獣医師�

各種研修・研究会�
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概　要　衛生関係情報の主な入手先となっているのは、「取引先」（回答数４３２中１１７）や「家畜保健衛生所などの公

的機関」（回答数９７）から入手との回答数が多く、その他の入手先として多いのは「専門誌紙」（回答数５０）

や「同業者」（回答数３８）、「各種研修会・研究会」（回答数３６）、「開業獣医師」（回答数３５）、「農協」（回

答数３５）となっています（図８－３）。

盻　現在の養豚経営で特に必要とする情報は何ですか（複数回答）

　　　１　畜産環境　　　　　　２　栄養・育種　　　　　　　　　　３　衛生・疾病発生

　　　４　他農場の生産状況　　５　最新の機材・施設　　　　　　　６　新製品・資材

　　　７　国内外の新技術　　　８　生産物・飼料などの価格動向　　９　国内の業界動向

　　　１０　行政・団体の動向　　１１　流通・消費動向　　　　　　　　１２　海外の関連動向

　　　１３　関係統計データ　　　１４　他産業界の動向　　　　　　　　１５　その他

概　要　現在の経営にとって特に必要とする情報についてうかがったところ、「衛生・疾病発生」（回答数４９１中

１１９）や「畜産環境」（回答数１０８）とした回答割合が格段に多く、次いで「生産物・飼料などの価格動向」（回

答数５７）、「国内外の新技術」（回答数３７）、「流通・消費動向」（回答数３６）、「最新の機材・施設」（回答数

２８）、「栄養・育種」（回答数２４）の順となっています（図８－４）。
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衛生・疾病発生�



18 Proc　Jpn　Pig　Vet　Soc　No.41　2002

９．資金投資を行って改善したい最優先事項について（複数回答）

　　　１　畜舎などの建設・改修　　　２　ふん尿処理施設などの建設・改修

　　　３　農機具などの取得　　　　　４　農地・未墾地の取得・造成

　　　５　負債の借り換え　　　　　　６　繁殖素豚などの購入　　　　　　７　その他

概　要　資金投資を行って改善したい優先事項では、「畜舎などの建設・改修」（回答数２８２中１１８）と「ふん尿処理

施設などの建設・改修」（回答数１１４）を上げた回答が断然多く、合わせて回答数２８２中２３２を占める結果

となっています（図９）。

１０．養豚経営で今後重点的に取組みたい事項について（複数回答）

　　　１　ゆとりある経営（週休２日体制）　　　２　定時種付・分娩・定時・定量出荷

　　　３　畜産環境問題・リサイクル養豚　　　　４　オールイン・オールアウト方式

　　　５　生産・経営のコンピュータ管理　　　　６　ベンチマーキング経営（生産性比較）

　　　７　獣医師による定期診断サービスの実施　８　コンサルタントによる経営指導

　　　９　豚肉の高品質化・安全性確保　　　　　１０　その他

その他�
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概　要　今後の重点的取組み事項で回答数の多かったのは、「畜産環境問題・リサイクル」（回答数４３８中８９）と「豚

肉の高品質・安全性確保」（回答数８５）の回答が多く、次いで「定時種付・分娩と定時・定量出荷」（回答

数７７）、「ゆとりある経営（週休２日体制）」（回答数６９）などの順でした（図１０）。

１１．「自由記述欄」に記載された意見の概要

２２名の方の記載がありました。以下はその概要です。

・豚価や飼料価格の変動幅を少なくできないか

・豚の最低価格保証の引き上げ（４５０円以上）を希望

・飼料の低価格安定政策の強化を希望

・国際競争力向上ため一層の規制緩和が必要

・ＢＳＥに関連することで行政の対応に不満

・食肉関連の衛生基準の明確化・高度化および輸入食肉の衛生検査の強化が必要

・国際化に伴い情報交換が重要

・病気の発生動向についての情報が入手できるシステムを希望

・民・官ともに疾病に対する危機管理意識の高揚が必要（２件）

・堆肥の有効利用には普及センターを介した耕種農家との連携が必要

・ふん尿の効率的で低ランニングコストの処理法の開発を希望

・病気対策上家畜保健衛生所に期待するところ大

・家畜保健衛生所の採血による定期的な疾病モニタリングの実施を希望（２件）

・導入豚のための公的隔離施設の設置を希望

・複合感染の増加により環境コントロールのできる設備を持った畜舎の必要性が増大

・ＰＲＲＳ、浮腫病、サーコウイルスについてのワクチン、治療薬の研究推進を希望

・豚コレラワクチン中止後の豚コレラ発生時の対応に不安

・現実的に焼却・埋却は不可能なので、豚コレラワクチンの全面的使用を検討すべき

・豚コレラワクチン接種は農家の選択制とすべき

・豚コレラフリー宣言を早急に

・豚コレラワクチン全面禁止までのタイムスケジュールを早期に提示すべき

・豚コレラワクチンが全面禁止にならないのなら使用を希望

・本調査項目は適正

・本実態調査の責任体制が不明確

・本調査データの公表に当たってのプライバシー保護に注意

・本調査の情報開示と有効利用を期待


